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Introduction



Mercer は

の結果を発表します。

調査は2022年12月12日から31日まで実施し、
409社の回答を得ました。

世界情勢が目まぐるしく変化する中で生き残るため、先進企業は、
変化に対応する俊敏さと、困難な状況に寄り添う姿勢の

両方が必要であると考えています。

このレポートで、このような状況下で各社が
従来のモビリティポリシーを最近変更したり、更新したりしたかどうか、
あるいはこの先行き不透明な状況に対応するために臨時的措置を

取ったのかどうかを知ることができます。



の企業が、スケジュール外の見直しを、派遣者からの要請やフィードバックがきっかけ
（あるいはきっかけの一つ）としています。

87%
このほかの企業の４％はスケジュールを定めず不定期で見直し、1%は派遣期間中は更新せず固定し
ています。

の企業が、現在の経済環境を踏まえ、特別な給与改定／特別措置を計画しています。1/5

• およそ1/4（24%）の企業は、スケジュール外の見直しは、生計費指数の変動（平均10%）を
きっかけ（あるいはきかっけの一つ）にしていると回答しています。

• 14%は、スケジュール外の見直しを、為替レートの変動（平均13%）をきっかけ（あるいはきっかけ
の一つ）としています。

62%

の企業は、任地生計費を一定のスケジュールで更新しています。
（その多くは半年または1年に1回）

55% 以上 の企業は、そうした特別措置を取る計画はありません。

の企業が、海外派遣者を為替変動の影響から守るため、平常時の方針とは異なる特
別な措置を予定しています。5%

23% がケースバイケースで対応するとしています。1/4は既存の為替保護方針で十分であると考えています。

70%以上
の企業は、昨今の賃料の上昇に際しても、平常時の方針とは異
なる特別措置を講じる予定はありません。

6%

50% の企業は、任地の水道光熱費には一切関与していません。
15% の企業は、任地の水道光熱費を完全に補償しています。

93% の企業は、現在の経済環境を考慮しても任地の水道光熱取り扱いの方針を変
更する予定はありません。

現状では

の企業だけが、自社の方針で現状に対応できていると考えており、
それを変更する予定はありません。

Summary

13%

の企業は、任地住宅の予算見直し方針を見直す計画があります。
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73% の企業が、派遣期間中にハードシップ手当を見直しています。

年1回見直すという回答が最多でした。

• 60%以上 の企業が、任地の生活環境が想定外に悪化した場合、ケースバイケースで臨
時にハードシップ手当の調整を行うとしています。

• 34% の企業は、そうした想定をしておらず、どうするかを前もって決めていません。
• 3% の企業は、明確に、想定外の事態に際し臨時で見直すことを規定しています。

極めて不安定な状況下にある任地や、地域固有のロックダウンや健康維持に関わる制約がある任地
の派遣者に行っている追加支援の上位3つは、以下の通りでした。

36% 医療サポート（オンライン・電話）

28% 非現金給付（食料品や生活必需品の送付）

26% リモートワーク

1/4 の企業は、いかなる追加支援も行っていません。

大多数
の企業（81%）は、すでに提供している支援で十分であると考えています。

Summary
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Participant Information



産業区分

N=409

組織の種類

76%
Global headquarters/global organization

11%
Regional headquarters/regional organization

2%
Subsidiary 

6%
Business unit  

5%
Other

N=409 N=409

27%

13%

10%

9%

9%

8%

7%

6%

4%

3%

3%

1%

1%

Other Durable Goods Manufacturing

Other Non-Manufacturing

Other Non-Durable Goods Manufacturing

Transportation Equipment

Services (Non-Financial)

High Tech

Consumer Goods

Retail & Wholesale

Energy

Life Sciences

Banking/Financial Services

Mining & Metals

Insurance/Reinsurance

（端数処理の関係で合計は100%になりません）
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27%

21%

13%

7%

6%

1%

1%

1%

22%

Manager

Generalist

Administrator

Specialist

Coordinator

Director

Analyst

Recruiter

Other*

回答者の役職

N=409

N=409

回答者が担当する人事領域
67%

59%

43%

30%

29%

18%

18%

18%

16%

15%

14%

14%

9%

8%

3%

HR operations

Payroll

Benefits

Labor relations

Mobility

HR transformation

Broad based compensation

Talent management

Learning and development

Risk, legal, compliance

HR technology

Diversity, equity, inclusion

Talent acquisition

Executive compensation

Other*

* Other の内容:
• Overseas expat management and 

operation
• Overseas personnel
• Personnel assessment
• Personnel system manager
• 海外派遣規則の策定
• 給与関係 (n=2)
• 給与厚生
• 社会保険業務、企業年金業務
• 賃金計算、各種支払他
• 労務、採用

* Other の内容:
• アシスタント (n=2)
• アシスタントディレクター
• アシスタントマネージャー (n=6)
• アソシエイト
• アドバイザー
• スーパーバイザー (n=2)
• スタッフ (n=16)
• セクションチーフ
• セクションマネージャー

• チーフ (n=7)
• チームリーダー
• ディレクター代理
• プロジェクトアシスタントマネー
ジャー

• マネージャー代理
• メンバー (n=3)
• リーダー (n=3)
• 一般/役職なし (n=28)

• 海外派遣規則担当
• 係長
• 実務担当
• 主任 (n=2)
• 人事担当
• 担当課長
• 担当者 (n=5)
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Cost of living



通常運用／規定されている任地生計費の改定頻度について回答ください

ほぼ例外なく、あらかじめ定めたスケジュール（定期改定）で見直すこととしている。

70%

あらかじめ定めたスケジュール（定期改定）で任地生計費を見直すが、生計費指数
が一定の「範囲（右表）」を超えて変動した場合には、ただちに任地生計費を見直
す。

11%

あらかじめ定めたスケジュール（定期改定）で生計費指数を確認し、生計費指数が
一定の「範囲（右表）」を超えて変動した場合にのみ、任地生計費を見直す。

6%

特に定めはなく不定期で見直す。

4%
任地生計費は更新せず、派遣中はずっと固定している。

1%
その他*

8%

25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

6% 9% 10% 10% 45

25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

5% 8% 10% 10% 23

定期改定の頻度を回答ください

1%

2%

11%

85%

1%

Monthly

Quarterly

Semi-annually

Annually

Once every two year

N=409 N=355
＊ その他 の内容は次ページに掲載しています

年1回

半年ごと

四半期ごと

毎月

2年に1回
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• 現在検討中
• 定期改定＋4か月に1度の頻度で現地での消費者物価指数を確認し、前年比5％以上の増減が6か月続いて
いた場合改定する

• 年1回、全海外拠点の生計費指数が上昇した場合に改定を検討する
• 年1回6月の定期改定で任地生計費を見直すが、秋に生計費指数をチェックして必要があれば見直す
• 定期改定に加えて、任地生計費が5％以上増加する場合に任地生計費を見直す
• 定期改定で見直すが、指数が臨時的に発表された場合、見直す場合がある
• データが更新される都度、最新データを反映している (n=3)
• 購買力補償方式ではないため、任地生計費の改定は行っておりません
• 予め定めたスケジュールで任地生計費を見直すが、生計費指数とレートが10％以上になった場合、期中改定を
実施

• 定期改定で生計費指数を確認し、新、旧の生計費指数を用いて、海外給与支払額の比較をし、プラス∓３％
を超えた場合に、生計費指数を見直す

• 毎年4月に駐在員全員の任地生計費を改定するが、その後年度内に公開されたIndexを基に算出された新し
い生計費が±15％の変動が確認できれば新しい生計費で給与計算する

• 定期改定で任地生計費と為替レートを確認し、生計費指数×為替レートが±５％を超えて変動した場合にの
み、任地生計費及び為替レートを見直す

• 年1回の定期改定で任地生計費を見直し、毎年10月頃に生計費指数を確認して任地生計給ベースで10％
以上の変動があれば見直しを検討する

• 赴任時の給与試算の際にのみ設定。その後は現地で昇給を行っています
• 導入したばかりで方法模索中
• 半年毎に見直すが、大幅な為替レートが生じた際（3か月合計で25％以上）に翌月から生計費指数を見直
す

• 定期改定で見直すが、11月末時点で5%以上変動、それ以外のタイミングでも前回比10%以上の変動があれ
ば随時改定を行う

• 定期改訂で生計費を見直す定期改訂以外は、ケースバイケースで対応する
• 社内レートが１０％以上の変動があった場合、給与計算レートを見直す
• 定期改訂で任地生計費を見直すが、半年間に10％以上の変動があった場合は、会社の判断により見直すこと
がある

• 任地生計費（海外給与部分）のみを年１回見直す
• 3年に1度
• 現在、生計費計算を利用していない
• 定期改定だが、生計費指数×為替×スペンダブルファクターが6％以上変動した場合には、任地生計費を見直す
• 年1回定期改定。随時改定もあり
• 生計費指数とレートが一定の範囲を超えて変動した場合に見直す

• 毎年4月に定期一律見直・設定（その時点の最新の換算係数）、換算係数（インデックス/FX）が±15%以
上となった時に 期中見直・設定（その時点の最新の換算係数）する

• 定期改定だが、指数が20％増減した場合は見直すことがある

その他 はこのような内容でした。
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任地生計費を予定外に改定するきっかけは何ですか（複数回答）

為替レートが___%以上（右表）、変動した場合。

14% 25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

10% 13% 10% 15% 54

本国または任地のインフレ率が___%以上（右表）、上昇した場合。

6% 25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

5% 10% 10% 10% 21

本国または任地のインフレ率が___%以上（右表）、下降した場合。

3% 25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

5% 9% 10% 10% 10

A本国と任地のインフレ率の差が___%以上（右表）、開いた場合。

6% 25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

10% 10% 10% 10% 20

生計費指数が___%以上（右表）、変動した場合。

24% 25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

9% 10% 10% 10% 93

派遣者からの要請やフィードバックに基づいて見直す。
62%

Percentage

Percentage

Percentage

Minimum differential percentage points

Minimum percentage points

N=409
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貴社には海外派遣者給与の特別調整／特別措置を行う規定／ポリシーがありますか
（「はい」の場合のみ該当する内容を複数選択）

N=409

25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

9% 10% 10% 11% 10

Percentage

2%

0%

10%

69%

19%

Yes, each time the host inflation rate reaches
x% from agreed salary time.

Yes, each time the home inflation rate reaches
x% from agreed salary time.

Yes, other*

No, the inflation is taken into account in the
COL index we use when reviewing the salary

and re-calculating the package.

Not applicable.

＊はい。上記以外に行っている の内容は次ページに掲載しています

はい。
任地のインフレ率が、予め合意した給与支払時期の

インフレ率から変動するたびに実施する。

はい。
本国のインフレ率が、予め合意した給与支払時期の

インフレ率から変動するたびに実施する。

いいえ。
インフレは任地生計費見直しの際に使用する生計
費指数で考慮されているので特別なことはしない。

いずれにも該当しない

はい。
上記以外をきっかけに行っている。＊
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はい。上記以外に行っている はこのような内容でした。

• 生計費に関する特別レポートが出た場合 (n=4)
• 基本は特別措置は行っていませんが、2022年はウクライナ情勢もあったことから、英国駐在の光熱費の一部補
填を実施しています

• 導入して間もないので方法を模索中
• 生計費係数が10％以上変動したとき
• 任地の物価状況に著しい変動 が見られる場合は見直すことがあると規程に定めているが、詳細な条件は設定し
ていない

• 最終的な金額が前年よりも下回っていた場合、前年と同額以上になるように補填する
• 生計費指数×為替×スペンダブルファクターが6％以上変動した場合に途中改定を行う
• 購買力維持指数の改定時改定されたタイミングで妥当な値であるかを検証しているため
• 春季データと秋季データとで建値通貨ベースで変動幅が±10％以上の場合に給与改定を実施
• INDEXとFX rateを掛け合わせた数値を変動率とし、その変動率において10%以上の増減があった場合翌月よ
り給与見直しを実行する

• 為替レート及び生計費指数の変動で見直す規定 (n=2)
• 海外基本給の10%以上の増減
• 物価、為替の急激な変動があった場合に、必要に応じ都度
• 基準としているインフレ率は定められていませんが、大幅な現地の物価上昇及び為替変動により、海外勤務者の
生活に著しく影響を及ぼす地域については、必要に応じて見直しを行うことにしています

• 半年に1度、外部指標を購入し、インフレ率の差が10％以上開いていた場合
• 半年でインフレ率が５％アップした場合
• 派遣者からの要請等に応じて実施
• 赴任地の物価水準や為替レートの著しい変動等に会社が必要と認めた場合
• 明確な定めなし（劇的な変動が生じた場合とのみ規定）
• 前年のマーサー社のような大きな変動のみ特別対応
• 指数が物価によって10％上昇した場合
• 特に定めてはいない
• 大幅な物価変動が生じた場合で当該本部責任者の申し出により会社が認めた場合
• 派遣者の状況や実態を鑑みて特別調整を都度実施する

• 経済状況や派遣者の声を踏まえて人事責任者の判断のもとで実施している
• 生計費指数×物価指数が10%を超えた場合に検討する
• 生計費指数とFXレートの乗算結果が±20%以上変動したとき
• まだ詳細決められてません
• 生計費指数の変動
• 換算係数（インデックス/FX）が±15%以上となった時に 期中見直・設定（その時点の最新の換算係数）す
る

• 特別調整を行う規程はないため、規程外の対応を行なう場合は経営TOPの承認を得て行う
• インフレ率の差が10％以上
• インフレにより、任地生計費が予め合意した給与改定時期より10％以上上昇した場合に実施する
• 生計費Indexが±5％以上変動した場合に改定
• 親会社の施策に応じて変更する
• 「本国と任地の物価差に著しい変動が見られる場合は、年度途中 で見直しを行うことがある」と規定している
• 具体的数値は無いが大きな変動要因が生じた場合は改定するとしている
• 消費者物価および為替レート等が短期間に大幅に変動した場合は、 総合的要素を勘案の上、総務人事部長
の判断により 1 年に 1 回以上指数および為替レートを見 直すことがある
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現在の経済環境を踏まえ、貴社では海外派遣者に対して特別な給与改定／特別措置を行う予定がありますか
（「はい」の場合のみ該当する内容を複数選択）

N=409

25th

Percentile Mean Median 75th

Percentile N

10% 11% 10% 15% 19

（端数処理の関係で合計は100%になりません）

0.5%

5%

17%

57%

20%

Yes, if the home inflation is higher than  x%
from last salary review.

Yes, if the host inflation is higher than x% from
last salary review.

Yes, other*

No change

Not applicableいずれにも該当しない。

*Other comments displayed on next page

はい。
本国のインフレ率が前回の給与見直しから

基準を超えて変動した場合に行う。

はい。
任地のインフレ率が前回の給与見直しから

基準を超えて変動した場合に行う。

はい。
上記以外の理由で行う。＊

いいえ。
行わない。

＊はい。上記以外の理由で行う の内容は次ページに掲載しています
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• 弊社独自の聞き取りにより妥当と判断された地域のみ通常年1回のところ22年度は2回目の改定を行う予定
• 任地の水道光熱費高騰
• 判断に迷っている
• 系列会社の動向を待って見直す予定
• 検討中 (n=10)
• 海外勤務手当の見直しを検討
• 水道光熱費手当の見直し
• 通常は毎年5月に発行された生計費指数を使用して給与改定するが、2022年度は任地が欧州の場合のみ、

2022年度に限りウクライナ侵攻後に調査された11月発行の生計費指数を使って給与改定する予定
• 給与算定後の上昇率2%で見直し
• 生計費インデックスで定例の給与改定時から10％以上変動があった場合
• 急激なインフレがあった場合には、特別処置として経営TOPの了承を得て実施する
• 特に決めてはいないが、必要があると考えている
• 一部手当の支払に関して為替レートを変更している
• 赴任者からの打診に基づきGroup CEOが特別措置を要請
• 何だかの方法で解決したい
• MERCERデータの期中特別改定に基づく (n=3)
• 他社状況による
• 任地のインフレ率を見て改定するが、細かい規定は設けていない
• 世界的なインフレを踏まえて実施済
• 特別一時金の支給を検討中
• 明確な基準はないが、半年1回の改定では適正に反映されない短期的な急激なインフレは個別に対応
• リクエストや経済環境に応じて
• 12月給与で臨時洗い替えを実施済
• 為替およびインデックス更新頻度を年1回から2回へ
• 為替変動 (n=5)
• 生計費指数の変動 (n=5)
• 拠点からの報告やヒアリングをもとに行う
• 貴社から購入した購買力指数が前回給与見直し時と比べて、赴任者を派遣している国々で5～10％上昇して
いる状況を踏まえて、赴任者向けの手当を期中改定した

• 生計指数、為替の変動
• 急激な基準指数（生計費指数×為替レート×スペンダブルファクター）の上昇をふまえ、11/11付任地データに
おいて現行よりも少しでも上昇変動した都市については臨時特別改定を実施する。また、実施月は物価調査月
である9月に遡る（1月給与にて4月分を遡及精算）

• 親会社の施策に応じて変更する
• インフレにより、任地生計費が給与改定時より10％以上上昇した場合に行う
• utility分の補填を検討中
• 生活実態に基づき考慮

• 要望の強い都市の支給額を見直した
• 基準は特に定めていないが特別措置を検討
• インフレ率の定めなし。海外赴任者へ一律で一時支給
• 2023年1月1日付で海外勤務者全員を対象に改定を実施します（2022年11月24日に御社が発行した
データを利用します）

• 任地のインフレ率を計算し7月給与から補填現在まで実施している
• 不測の事態の場合
• 任地のインフレ率（基準値なし）
• 個別の相談を受け、給与改定を行った
• 水道光熱費の補助を実施予定
• 任地生計費のアップ率
• 基準は無いが状況を見て判断
• 海外の光熱費高騰
• 海外派遣者の実態状況等を総合的に勘案して特別措置を実施
• 光熱費高騰地域へ時限的な手当支給
• コロナ禍、円安、物価高等の環境変化を鑑みて、非管理職に特別一時金を支給した
• 第三国通貨での支給に伴う駐在員自身の為替リスクを勘案し、定期給与改定を実施しない
• 任地生計費支給額が10%以上変動した場合
• 購買力保障が行えていないエネルギー価格についてのみ、負担緩和のための手当支給を検討している
• 北米の駐在員には一時金を支払う予定

はい。上記以外の理由で行う はこのような内容でした。
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任地生計費が本国生計費を下回るとき（生計費指数が100未満となるとき）どのような方針をとりますか

10%

44%

21%

21%

4%

We never apply a negative cost-of-living
index; the assignee receives the windfall.

We apply negative cost-of-living indices
partially or fully.

We address this issue on a case-by-case
basis.

No assignees are assigned to such locations.

Other*

海外派遣者の利得となるが、生計費指数が
100未満の場合はその指数を適用しない。

＊その他 はこのような内容でした。

N=409

• 過去発生したケースが無いため未定 (n=3)
• 生計費指数が100未満でも適用するが下限を85とする。85未満の生計費指数の場合、暫定的に

85を生計費指数とする
• 本国の給与を補償する
• 考えていない (n=2)
• 現在、生計費計算を利用していない
• 前回の数値を使用する
• 導入して間もないので模索中
• 生計費未使用
• 生計費指数が100未満の時は100とする (n=4)

完全に、または部分的にでも
100未満の生計費指数を適用する。

ケースバイケースで対応する。

そのような任地には派遣していない。

その他＊
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3%

0.2%

0.5%

1%

1%

64%

25%

5%

Not update (freeze) the COLA.

Increase of the base pay with an inflation allowance.

Increase of the COLA with an inflation allowance.

Apply the updated COLA but check and update COLA
more often.

Use a higher index (e.g.: Mercer efficient index instead
of mean-to-mean index).

Nothing; apply the updated COLA.

We would address on a case-by-case basis.

Other*

現在の経済環境を踏まえ、給与や生計費差額の改定の結果、任地における購買力が低下した場合（生計費指数が下がった場合）、
どのような対応を取っていますか

N=409

• 生計費指数を補正する
• 5％を超えて低下した場合に見直す
• 検討中 (n=8)
• 現在、生計費計算を利用していない
• 生計費未使用
• 未定（情報収集中）
• 導入して間もないので模索中
• 春と秋のレポートを比較し、指数が高い方を採用する
• 第三国通貨での支給に伴う駐在員自身の為替リスクを勘案し、定期給与改定を実施しない
• 一定の基準を下回る場合、最低でもその基準値で給与支給するよう補填する
• 原則、計算結果通りに生計費差額を適用するが、▲10％を下限として下支えする
• 為替を考慮した調整を実施

生計費差額を更新しない。（凍結する）

インフレ手当で基本給を増額する。

インフレ率に応じた生計費差額の増額を行う。

計算結果の通り生計費差額を更新するが、
通常よりも頻度を高く更新をする。

通常よりも高い指数を利用する。
（日本人世界生計費レポートを利用している場合に

mean-to-meanの代わりにefficientを採用する等）

特別なことはしないで、
計算結果通りに生計費差額を適用する。

ケースバイケースで対応する。

その他*

（端数処理の関係で合計は100%になりません）

＊その他 はこのような内容でした。
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海外派遣者給与を為替変動の影響から守るための措置を規定化
していますか

22%

39%

39%

Yes

No, we handle on a case-by-case basis.

No, we do not protect international assignees
against currency fluctuations.

N=409

現在の経済環境を踏まえ、海外派遣者を為替変動の影響から守るた
め、平常時の方針とは異なる何か特別な措置を講じていますか

5%

23%

13%

25%

35%

Yes

Handle on a case-by-case basis.

No, but we plan to review our policy.

No, our exchange rate protection policy is sufficient.

Not decided yet.

N=409

はい。

いいえ。ケースバイケースで対応する。

いいえ。そのような配慮はしていない。

はい。

ケースバイケースで対応する。

いいえ。しかし今後方針を見直す予定。

いいえ。既存の為替保護方針で十分である。

まだ決めていない。

（端数処理の関係で合計は100%になりません）

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形



海外派遣者を為替変動の影響から守るための平常時の方針とは異なる特別な措置の内容を回答ください。（複数回答）

N=19

• 円安前の為替レートを適用している
• 別途で円安の影響を受けていない時の為替レートを一部に対して使用
• 為替変動分の一部を給与に上乗せしている
• 年初から秋までの消費者物価指数（全品目）の前年同期比の平均が5%以上の任地国に駐在する
派遣者に一時支援金を支給した

• 物価・為替の変動リスクの補填として乗じる値を変更
• 為替レートの変動率を元に生計費を調整
• 日本円の貸付金金額上限を一時的に増額しています
• 影響を受ける手当の為替レートを変更
• 現地通貨/国内給 の支給配分の変更を毎月受付けている（通常は定時/途中改定時のみ変更可）
• 日本円・外貨の支給割合を年１回→年２回変更を認める
• 計算方法を見直した
• 現在検討中 (n=3)
• 適用する為替の時期を変更する
• より長期間での為替レートの平均値を使用している

11%

5%

5%

5%

84%

Offering to modify the pay
delivery currency(ies)

Freezing the affected salary part

Adjusting/recalculating the salary
more often

Making more exceptions

Other*

給与の支払い通貨の変更を認めている。

給与を通常より頻繁に改定している。

多くの特例を設けている。

その他*

影響を受ける給与部分を凍結している。

＊その他 はこのような内容でした。
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派遣期間中に任地住宅費の予算（上限）を更新することは
ありますか?

33%

21%

46%

Yes, we do update.

We do not update.

We handle on a case-by-case basis.

N=409

派遣期間中に任地住宅費の予算（上限）を更新するのは
どのような時ですか?（複数回答）

60%

52%

45%

41%

23%

4%

2%

When an assignee's family situation changes.

When the assignee’s actual rent increases 
substantially.

After a fixed amount of time (e.g., every two
years).

Whenever there are significant changes in the
market.

When an assignee's income/position level
changes.

Whenever new vendor data is available.

Other*

• 派遣者が負担する実際の賃料が大幅に上昇したときで、賃貸市場相場が同じ傾向になっている場合
• 適切な住宅が確保できない場合
• Mercer指数の改定による

N=135

いいえ。更新しません。

ケースバイケースで対応する。

はい。更新します。

派遣者の家族状況が変化したとき。

一定の期間で更新することにしている。
（例：2年ごと）

賃貸市場に大きな変化があればいつでも。

派遣者の給与や職位が変わったとき。

新しい情報ソースが利用可能となった時はいつでも。

その他*

派遣者が負担する実際の賃料が
大幅に上昇したとき。

＊その他 はこのような内容でした。
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11%

6%

71%

13%

Yes, ad hoc special measures.*

Yes, update our housing budget review policy.

No special measures for the time being.

No, our policy is appropriate for the current
situation.

現在の経済環境を踏まえ、海外派遣者を賃料の上昇による影響から守るため、平常時の方針とは異なる何か特別な措置を
講じていますか

N=409

• 規程で定めた上限の更新
• 赴任が一定期間を超えた場合は上限を超えた部分
も会社が負担する。

• 一部地域において現地の不動産上昇率以内であれ
ば更新時の値上げがあったとしても会社負担とした

• 必要があれば補助額上限を見直す様、現地側に促
した

• 2015年に見直した。
• 実態に合わせた金額の見直し (n=6)
• 検討中 (n=2)
• 何かしらの指数に連動する形で手当の見直し（タリフ
アップ）を承認した

• 全拠点に住宅費の調査を実施
• 一部地域で臨時見直しを実施
• 拠点で対応しているため詳細は不明です
• 基準家賃の見直し
• 一定の上昇がみられた際に適用する契約更新用予
算を設定した

• 2021年から見直し
• 申請があった場合は、社内稟議を経て認められた場
合は、家賃上限額を更新している

• 例年秋季レポートを活用して4月に改訂を行っている

が、今回は1月に改訂を前倒しした
• 不動産市場相場の高騰を鑑み、米国赴任者につい
て社宅家賃会社負担額上限を引き上げた。

• 平常時から賃料の上昇に対して補填している

＊暫定的に特別措置を講じた。 の内容は次ページに掲載しています

はい。任地住宅の予算見直し方針を見直した。

はい。暫定的に特別措置を講じた。＊

いいえ。差し当たって特別な措置は講じていない。

いいえ。現状の方針で十分である。

（端数処理の関係で合計は100%になりません）

任地住宅の予算見直し方針を見直した。 はこのような内容でした
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暫定的に特別措置を講じた。 はこのような内容でした。

• 申出時家賃の超過額の60％相当額を住宅手当に加算
• 住宅手当金額を改定した
• 上昇分を会社が補填
• 為替レートの変動率を元に生計費を調整
• 実際の賃料と同額の支払い
• 規程の改訂（見直し時期を追加）
• MERCERデータによる住宅費の期中改定を、賃料上昇の影響をうけた派遣者へ適用した
• 現地賃料を支給した
• レポート等で物価差を検討
• 生計指数を再購入した
• インフレ率を掛けた
• 急激な賃料上昇のあった社員から連絡があった場合に対応している（ケースバイケース）
• 上限家賃を貴社データのTable2からTable3に変更した
• 通常の上昇幅以上の上限額を設定した
• 現地からの要望をほぼ考慮した上限価格に設定した
• 都度対応
• 人事担当者が現地相場を調査し、家賃上昇の妥当性があると判断した場合に社内で稟議をあげて対応する
ケースがあります（新規入居時のみ）

• 一部の地域でLess ExpensiveからModerateへ変更
• 特別措置を検討中
• 家賃の実態や上昇を考慮して社宅負担上限を見直し
• 1年の時限措置として、新規赴任者および契約更改を迎える者の予算を上げた地域がある
• 現地の賃料相場の調査と上限見直しを行った
• 適用テーブルの見直しを実施
• シンガポールについて上限額を改定
• 水道光熱費支給額の見直し
• 家賃支給上限を見直した

• 大幅に家賃相場が上昇した拠点のみ見直しを行った
• 新規派遣者につき検討中
• 賃料上昇により規定上限内で更新が行えない地域について、暫定的に超過を認めた
• 家賃の一時的な高騰時に暫定措置を講じることがある
• 予算の増額
• 定期的に見直す仕組みに変更
• 米国・英国の上限額を暫定的に引き上げた
• 原資検討中
• 生計費をプラスした
• インフレ手当支給
• 拠点長判断で上限超過可とした
• 上限額をアップさせた
• 規程上限を超過する場合の負担については任地責任者に判断を委ねた
• 米国のみ期中の見直しを実施
• 他企業の状況やマーサー社の相場を踏まえ期中で追加補助を行った
• 要望があった国のみ上限を見直した
• 現地要望から始まり、現地不動産情報をもとに改定
• 一部地域における同一物件契約更新での賃料上限撤廃（短期）
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35%

15%

50%

Utilities are part of the cost of living “basket” 
and therefore we only compensate for the 

difference in cost.

We fully compensate local utility costs.

We do not compensate local utility costs.

任地における水道光熱費取り扱いについて方針を回答ください

N=409

No

93%
Yes

7%

N=409

• 未定だが、全額会社負担への変更を検討したい
• 光熱費の上昇率が本国（日本）よりも大きく乖離を行っている地域に一時金の支給を検討してい
る

• new basket を適用し、old basketとの差額を補填する
• 検討中 (n=8)
• 本国と任地の水道光熱費の差額を支給する方針
• 時限的な手当を支給
• 通常、複数年平均の光熱費率を適用しているところ、最新の光熱費率を適用することとする
• バスケットに含まれた指数の使用を検討予定
• 水道光熱費が高騰しているヨーロッパエリアでは、既支給額を超える場合に一定のルールに基づき補
填する

• イギリス派遣者から要望があり検討はするが、どうするかは決まっていない
• 一時金の支給を検討中
• 任地の水道光熱費は会社負担として、本国の水道光熱費を控除する予定
• 特別手当等検討中
• 個人負担となっている一部法人については、日本政府統計に基づき算出した手当を支給していたが、
任地実情にマッチしないためハウジングレポートを適用することとした

• 急騰した水道光熱費の手当補填を検討している
• 水道光熱費の補助を実施予定
• 御社の国別特別一時金支給率テーブルを使い一時金を支給します
• 欧州のみ光熱費の急騰に対応するため生計費指数に一定の指数を特別加算した
• 経過措置として新旧を比較し、旧が上回る場合は経過措置を設けている
• ドイツで非常に高騰している何らかの補填対応を検討中

現在の経済環境を踏まえ、貴社は任地の水道光熱取り扱いの方針
を変更する予定ですか

任地の水道光熱費はバスケットの一部（生計費指数
に含まれる）と認識している。（指数に基づき水道光

熱費の物価差分を補償している）

任地の水道光熱費は会社が全額負担している。

任地の水道光熱費には一切関与しない。

はい。 の詳細はこのような内容でした。

はいいいえ
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Quality of living and hardship



派遣期間中にどのくらいの頻度でハードシップ手当を見直していま
すか

43%

2%

28%

27%

Annually

Biannually

Other*

We do not update hardship during the
course of an assignment.

N=409

任地の生活環境が想定外に悪化した際、臨時でハードシップ手当
の調整を行う方針ですか

3%

63%

34%

Yes

We handle on a case-by-case basis.

No

• ロックダウンなど生活不便性や安全性が明らかに悪化すると認められた場
合

• 医療環境
• COVID-19発生に伴い、手当（1,000円/日）を追加している
• 貴社の指数によるルールを定め、それとは別に弊社が重要と思う項目を
設定し手当を支給している

• ハードシップスコアに連動して調整
• ハードシップランクの上昇を確認後、翌月に改定
• 急激な変動がある場合
• 過去行った事例はあります
• 生活環境の変化に応じて検討
• 2021年度は新型コロナによるハードシップ手当の増額を実施した

• 生活環境の変化と地域の発展段階に応じて定期的な見直しを行う
• 政情不安など急激に大きな変化があった場合は調整を行う可能性があ
る

• 検討中
• 自然災害やテロ等により海外勤務者の生活が著しく制限される場合、人
事部長の判断により、一定期間ハードシップ評価スコアの見直しを行うこ
とがある

N=409

はい。 の詳細はこのような内容でした。

＊ その他 の内容は次ページに掲載しています

年1回

半年ごと

その他＊

派遣期間中にハードシップ手当を
更新することは無い

はい。

ケースバイケースで対応する。

いいえ。
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• 派遣者の処遇（資格など）が変更になる際
• 5年に１回 (n=2)
• 3～4年のスパン
• 不定期 (n=5)
• 数年に1回
• 国内給与改定ごと
• 毎月
• 随時
• 特に頻度は定めていないが、2～3年に1度のペース
• 現地視察の結果、見直すことがある
• 数年（5年以下）に1度くらい
• 勤務地の変更の際
• ケースバケースで対応する (n=10)
• 任地代表から要望があった場合
• ハードシップ手当を設定していない (n=21)
• 2～3年に1回他、変化が大きいとき
• 特別地域手当として毎月の給与で支給している
• 著しく変動があった場合
• ハードシップ該当地域はない (n=6)
• 3年に１回 (n=18)
• 災害等の発生時

• 親会社の状況に応じて
• 定期的な見直しは行わない
• 2年に１回 (n=24)
• 不定期見直しプロセスが確立しておらず見直しできていない
• 2年に１回 見直すことに規定しているが見直しできていない
• 偶数年の4月に見直す
• 見直せていなかったが、今後定期的な見直しをしていく予定
• 導入して間もないので模索中
• 近年見直しを行っていない (n=3)
• 規程を見直した場合は派遣期間中に更新する
• 四半期毎

その他 はこのような内容でした。
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極めて不安定な状況下にある任地や、地域固有のロックダウンや
健康維持に関わる制約がある任地の派遣者に、「追加手当」を支
給するという考えに同意しますか?

この「追加手当」のために、給与総額の何パーセントを追加で支払
う用意があるか、回答ください

4%

23%

6%

66%

Less than 5%

5%

Greater than 5%

A fixed amount.

12%

88%

Yes

No, as it is already included in the quality of
living assessment.

N=409 N=47

• 未定 (n=3)
• 3万円/月 (n=2)
• 弊社の定める海外基本給の10％程度
• 追加手当を出してはいないが、出すとすれば定額を検討中
• 2千円
• 1万円/月、コロナ手当4千円～8.5千円/月
• レベルにより1万円単位で支給
• 10万円/月など
• 同意はするが、弊社ではまだ用意はされていない
• 1万5千～2万円/月
• 妥当な手当は検討中

• 5千円/月
• 金額はケースバイケースで決定
• 1万円/日
• 現地通貨（金額未定）(n=2)
• 30万円
• 8万円
• 特別に配分された人件費の設定内で
• 1万円程度
• ハードシップに応じ２～８万／月程度
• 5万円/月
• 1万円or2万円

• 10万円 (n=2)
• 1万円/月 (n=2)
• 金額は1万円単位で数万円。通貨はJPY

* 定額 はこのような内容でした。

はい。

いいえ。そうした状況はハードシップ関連商品
で考慮されているので特別なことはしない。

５％未満

５％超

定額

（端数処理の関係で合計は100%になりません）
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この「追加手当」をいつまで適用しますか?

N=48For one to three months

8%
For four to six months

10%
For seven to 12 months

6%
Until next Mercer 
data release

15%
Other*

60%

• 現地の事態終息まで
• 上記20％相当の追加手当は上海ロックダウン時のもの。ロックダウンが解除されれば手当も廃止する
• 特別手当として単発で支給 (n=3)
• 中国大陸については来年度末までそれ以外については支給を終了しています
• 同意はするが、弊社ではまだ用意はされていない
• 制約発生の都度、ワンタイムで支給
• 未定 (n=6)
• 年1回
• 社内で年次で確認して決める
• 特別一時金等で対応を想定
• 任地の状況が改善されるまで (n=2)
• ケースバイケース
• コロナの水際対策があった頃は支給していたが、既に停止した (n=2)
• 地域固有のロックダウン施策が完了するまで (n=2)
• 各国危険レベルによる

• 3か月毎状況に応じて対応
• 2年前から実施廃止検討中
• 隔離の状況が落ち着くまで

（端数処理の関係で合計は100%になりません）１～３ヶ月 ４～６ヶ月 ７～12ヶ月 次のマーサーデータ
発表まで

その他＊

＊その他 のコメントはこのような内容でした。
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極めて不安定な状況下にある任地や、地域固有のロックダウンや健康維持に関わる制約がある任地の派遣者に、どのような追加支援を行って
いますか。該当するものをすべて選択ください。

36%

28%

26%

21%

20%

11%

5%

4%

3%

2%

2%

11%

25%

Medical assistance (online/phone)

Non-cash benefits

Remote working

We provide additional home leave

Psychological/wellbeing support

International remote working

Additional hardship allowance

Additional temporary cost of living
allowance

Rest and recreation leave

Flexible working hours

Additional paid time-off

Other*

None
N=409

追加の一時帰国の付与

• 上海赴任者への特別手当人間ドック受診費用の会社負担枠拡充
• 2千円
• ハードシップ手当金額増額 (n=3)
• 1万円/月
• 率の割り増しを検討
• 一時帰国の付与単発支給
• 状況に応じて支給
• 20万円
• Covid-19対応手当：月額20,000円
• 8万円/月
• ロックダウン化の上海駐在員に対して、臨時手当を支給

• 2022年5月に設定したばかり
• 上海ロックダウン時に4,000円/日の追加を実施した。
• 10万円
• 30万円
• 地域により5万円～15万円
• コロナハードシップ一時帰国権利の延長、一時帰国権利使用できな
い場合は手当支給

• 危険レベルに応じた追加手当

• 一時金を支給 (n=4)
• 賞与に一時金加算
• ２～８万／月
• 単身者、帯同者毎に金額を設定し、生活費の補填として一時金を
支給

• 単身者：20万円、家族帯同者：30万円
• 見舞金の支給
• 食料、物資の支援
• 10万円/月など
• 一時帰国ができない場合に慰労金として支給を行った
• 食料品調達費用の補填

• 一部地域に対して5万円支給
• 食料や薬などの物資を送った
• 一時金10万円
• 家族のみ退避時の手当
• 不定期で支給

＊その他 の内容は次ページに掲載しています

医療サポート（オンライン・電話）

非現金給付（食料品や生活必需品の送付）

リモートワーク

心理的・ウェルビーイングのサポート

国際間のリモートワーク

追加のハードシップ手当

追加の一時的生活費手当

保養休暇

フレックスタイム制

追加の有給休暇

その他*

追加支援はない。

追加の一時的生活費手当 はこのような内容でした。

追加のハードシップ手当 はこのような内容でした。
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• 細かな対応は現地に一任
• 高騰しているフライト代については一定額を補助
• 日本から現地口座への送金サポート
• 必要に応じて帰国措置等を検討
• 現在規程になく、実際に必要が生じたことがない
• ワクチン接種のための一時帰国旅費支給
• 一時帰国休暇の取得時期の延期許可（繰り越しの許可）(n=6)
• 一時帰国取得できない場合の手当化及び物品送付等
• 日本物資送付サービスの提供
• インフレ手当を支給(各拠点全て)
• 食料品等の送付に伴う運賃の負担
• 物品海外送付サービス
• 一時帰国休暇を取得しない場合の物品送付会社負担
• 現地で判断している
• 人間ドック受診費用の会社負担枠拡充
• 本社産業保健スタッフとの電話・Web面談
• 一時金、物品送付サービスの会社の拡充、ケースに応じた一時帰国の長期化
• 現地法人へ支援指示
• （日本のECサイトから）物資購入時の送料補助
• 外務省主導のワクチン接種目的で一時帰国する方の旅費支援を行っている
• 一時帰国権利買取
• 賞与での補てん (n=2)
• 現地各社の判断に任せています
• 特別に赴任国外での買い出し休暇を与える
• まだ導入できていないが、医療サポートや追加の一時帰国などは検討している
• 一時帰国権利の延長、一時帰国権利使用できない場合は手当支給
• 当初中国に対して物品送付を行ったが左記以外は特に実施せず
• 食料品購入サービスの回数および重量の増加
• 海外生活支援サービスの特別枠の設定

• 該当する任地はない (n=9)
• 国際的な物品の運搬制度（従来のものに加えてより安定的に運搬を担うことのできる業者と新規契約を締
結）

• 薬の送付
• 食品輸送料金負担,余暇の費用補助,ジェネレーター・空気清浄機・浄水器費用補助

その他 はこのような内容でした。
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81%

19%

Yes No, we provide other support

現在の経済環境を踏まえ、貴社が
実施している追加支援は十分であ
るとお考えですか

N=409

• 追加支援はしていないが、状況に応じて追加支援をしたいとは考えている
• コロナ感染防止のためのスーパーまでのタクシー代物品送料補助の追加対応
• 十分であるかが分からない
• 検討中 (n=19)
• 別軸ですが、現地社員と駐在員が同じポジションであるにも関わらず、給与差が
大きいところには特別職務手当を支給することになりそうです

• 十分ではないと思うが、他支援はない
• 不十分と感じているが、具体的対策は講じていない (n=12)
• 現地での健康診断費用負担
• 充分だと思ってはいないが追加支援はない (n=7)
• 十分ではないと思っていますが、現在のところどういった支援をするかまで検討でき
ていない (n=4)

• 福利厚生
• 光熱費高騰への対応検討中
• 特に水道光熱費に関して不十分であると考えている
• いまいまはないが今後追加で検討する必要があると考えている
• インフレ手当等の支給要望の検討
• 給与手当項目検討中
• 物資送付サービス
• 支援が十分だとは考えていないが、現状赴任者からのフィードバックもないため特
段対応はしていない

• 現法での独自のサポート(コロナ対応)
• 追加支援はしていないが、状況に応じて追加支援をしたいとは考えている
• 期中改定を検討中
• 状況をみて検討する
• 他社状況を国別に知りたい
• 現時点では十分と考えているが、十分な調査は行えていないと感じる
• 光熱費の高騰への対応が不十分
• 購買力補償はタイムリーにできていないので課題と認識している
• 車両手当の見直し検討中
• 現在の対応が適切とは考えていないが、社内での検討は現状行っていない

• 他社状況が分からない
• 十分だとは考えていないが、ほかにアイデアはない
• 全体処遇引き上げを検討中です
• 医薬品を配給
• 国内勤務者との公平性、規程の裏付け、現地勤務者との公平性の観点から、
他社の事例も参考にして、追加支援を行うか見極めている所

• 十分なサポートはできていないが、規程に定められていないし、派遣地域間の平
等性を保つのが難しいそのため容易に実施できない

• 任地要望に沿った対応を実施

はい。 いいえ。
このほかにも行っている支援があります

いいえ。このほかにも行っている支援があります。 はこのような内容でした。
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どういった場合に保養休暇を付与していますか?（複数回答）

N=14

71%

7%

7%

7%

0%

21%

In hardship locations only.

In locations where the security of the
international assignee is a major concern.

In locations where specific restrictions is a
major concern (e.g.: lockdown and restriction.

linked to COVID-19 in China)

Case by case.

In hardship and other selected locations.

Other*

最近、保養休暇に関する方針を変更しましたか?

N=14

Yes

43%
We treat the rest-and-recreation on 

a case-by-case basis.

7%

No

50%

• 上海ロックダウンの慰労として中国の駐在員に追加の一時帰国休暇を付与
• ハードシップが特に厳しい地域（サウアラビア、インド）
• ハードシップ地域の内、更にハードシップ指数が低い都市のみに付与

• コロナ禍で本来の保養休暇先への渡航が困難な場合、保養先を他国もしくは日本へ変更した
• 中国に付与していた日本への検診休暇・帰国を現地医療水準の改善が見られたため廃止した（一部地方
都市は日本ではなく近郊の医療水準が十分な大都市への中国内検診休暇として継続）

• 対象地域の追加
• 保養休暇の期限延長
• 元々赴任国の近隣第3国での取得を想定した制度であったが、期間限定（コロナ禍）で日本への帰国を認
めている

• 保養地の範囲を暫定的に拡大した

ハードシップ地域の派遣者のみに付与

任地で外国人である海外派遣者の安全確保が
大きな懸案事項となる場合

任地で特定の制約が大きな懸念となっている場合
（例：中国のCOVID-19に関連したロックダウン

や規制など）

ケースバイケースで対応する。

ハードシップ地域及びその他に選択した任地の
派遣者に付与

その他*

＊ その他 はこのような内容でした。

はい。 はこのような内容でした。

ケースバイケースで対応しているはい

いいえ
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4%

2%

5%

88%

1%

Yes, providing more frequent home leaves.

Yes, allowing employees to take home leave in
a country other than home.

Yes, other

No

We do not have a home leave policy.

現在の経済環境を踏まえ、一時帰国制度を変更する予定はありますか

N=409

• 帰国回数を増やす、既定休暇日数を増やす
• 状況によって、回数の翌年繰越を可とした
• リモートワークの組み合わせによる帰国期間延長を検討
• もともと一時帰国制度を見直す予定だった
• 利用期限の延長 (n=3)
• 一時帰国権利の繰越措置 (n=2)
• 原則1年に1回を派遣期間を通して好きな時期に取得可能とする例：3年の派遣期間であれば3回利用
可能だが、取得時期は派遣期間中であればいつでも認めるもの

• 帰国回数の見直しを検討中
• 検討中 (n=3)
• 2021年より権利残回数を翌年に繰り越ししている。従来より規程にて本国以外を行先としているが、中国
においては中国国内も利用可とした

• ２年前より有効期間延長措置を実施
• 基本は一時帰国とするが、COVID19制限などで帰国不可の場合は権利買上げし、別途自費で帰国も
可とする

• 従業員への柔軟な帰国対応
• 権利買取制度の時限的導入

はい。
より頻繁に帰国できるように変更。

はい。
本国以外を行き先として休暇を取ることを許可。

はい。
上記以外。

いいえ。

一時帰国制度を有していない。

上記以外 はこのような内容でした。
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現在の経済環境を踏まえ、配偶者支援の施策を変更する予定はありますか。

N=409

1%

83%

15%

Yes No We do not have a spousal support policy.

• 年１回配偶者も帰国できるように検討中

• 家族帯同手当の見直し

• 米国駐在の配偶者が車を購入する時の補助費用

• 米国のビザ更新により、配偶者が労働できるようになったが、家族手当・扶養家族の管理が

難しくなっているため、対応方針を検討中

• 配偶者の就労を許可

• 現地での就労支援

はい。 配偶者支援の施策を有していない。いいえ。

はい はこのような内容でした。
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矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
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派遣者から、予定よりも早い帰任や（例：中国、香港、ウクライナから）、単身赴任等への赴任形態の変更といった要望は増えていま
すか？

9%

19%

91%

81%

Early repatriation (N=409)

Split/transfer of family (N=409)

Yes No

予定よりも早い帰任

単身赴任等への赴任形態の変更

はい いいえ

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形

Koizumi, Noriko
矩形



重要度が
大幅に上がった

重要度が
上がった

重要度に
変化はない

重要度が
下がった

重要度が
大幅に下がった

意見が無い/
わからない N

身の安全・安心 31% 49% 19% 0% 0% 1% 409

政治的環境 16% 45% 36% 0% 0% 2% 409

医療施設 22% 46% 30% 0% 0% 2% 409

疾病、衛生、公害 21% 50% 27% 0% 0% 2% 409

生活インフラ 9% 36% 53% 0% 0% 2% 409

レジャー・娯楽（レストラン、劇場、公園など） 0% 5% 86% 3% 0% 6% 409

教育・学校 1% 14% 82% 0% 0% 3% 409

気候条件 0% 7% 87% 1% 0% 4% 409

社会環境（個人、メディアの自由） 1% 10% 84% 0% 0% 5% 409

寛容さ（LGBT+、女性、D&I） 2% 13% 80% 0% 0% 5% 409

住環境（利用可能性と質） 3% 24% 71% 0% 0% 2% 409

電子商取引（オンライン配送） 1% 14% 78% 1% 0% 6% 409

消費財（生鮮食品、種類、品質、衣料品） 4% 29% 64% 0% 0% 3% 409

通信（インターネット、モバイル） 4% 21% 72% 0% 0% 4% 409

孤立（主要拠点、首都圏からの遠隔地 2% 24% 69% 1% 0% 3% 409

ここ数年で起きた世界規模の課題の数々（例：パンデミック、地政学的対立、経済危機）を踏まえて、
派遣者に何を補償し、どう支払うのかという検討に際し、以下のQOL要素・項目の重要度はどのように変化しましたか

（端数処理の関係で合計は100%になりません）

Koizumi, Noriko
矩形



Survey Participants



• AGC株式会社
• AlphaTheta株式会社
• ENEOS株式会社
• H.U.グループホールディングス株式会社
• JFCジャパン株式会社
• JFE商事エレクトロニクス株式会社
• JNC株式会社
• KDDI株式会社
• ＫＨネオケム株式会社
• MOLケミカルタンカー株式会社
• NISSHA株式会社
• NRS株式会社
• NTN株式会社
• PHC株式会社
• santec株式会社
• SCSK株式会社
• SGHグローバル・ジャパン株式会社
• SMBC日興証券株式会社
• TDK株式会社
• THKリズム株式会社
• TIS株式会社
• TOA株式会社
• TOYO TIRE株式会社
• UDトラックス株式会社
• YKK株式会社
• アイダエンジニアリング株式会社
• アキレス株式会社
• アサヒビール株式会社
• アズビル株式会社
• アパホテル株式会社
• アンリツ株式会社
• イオンモール株式会社
• イオン株式会社
• いすゞ自動車株式会社
• イビデン株式会社

• ウイングアーク１ｓｔ株式会社
• ウシオ電機株式会社
• オーシャン ネットワーク エクスプレス ジャパン株式会社
• オムロン株式会社
• オリエンタルモーター株式会社
• オリンパス株式会社
• カシオ計算機株式会社
• カヤバ株式会社（KYB株式会社）
• キャディ株式会社
• キヤノン株式会社
• キュービーネット株式会社
• キリンホールディングス株式会社
• グラフテック株式会社
• グローブライド株式会社
• グローリー株式会社
• グンゼ株式会社
• ケン不動産リース株式会社
• サイボウズ株式会社
• サンケン電気株式会社
• サンデン・リテールシステム株式会社
• ジクシス株式会社
• シスメックス株式会社
• シチズン時計株式会社
• シチズン電子株式会社
• シナノア株式会社
• シナノケンシ株式会社
• ショーワグローブ株式会社
• スターツコーポレーション株式会社
• セイコーエプソン株式会社
• セキアオイテクノ株式会社
• セコム株式会社
• ソニーグループ株式会社
• ソフトバンク株式会社
• ダイダン株式会社
• ダイナミックマップ基盤株式会社

• タカラベルモント株式会社
• デクセリアルズ株式会社
• トーカロ株式会社
• トピーファスナー工業株式会社
• トヨタ紡織株式会社
• トランスコスモス株式会社
• ナブテスコ株式会社
• ニプロ株式会社
• パーク24株式会社
• パイオニア株式会社
• ハリマ化成グループ株式会社
• ヒロセ電機株式会社
• フタバ産業株式会社
• ブラザーインターナショナル株式会社
• プレス工業株式会社
• ポーライト株式会社
• ホクト株式会社
• ホシザキ株式会社
• ホシデン株式会社
• マルホ株式会社
• ミクロン精密株式会社
• ミドリ安全株式会社
• モリテックスチール株式会社
• ヤマエ久野株式会社
• ヤマト運輸株式会社
• ヤマハ株式会社
• ユーザベース株式会社
• よつ葉乳業株式会社
• ライオン株式会社
• リョーエイ株式会社
• リンナイ株式会社
• レオン自動機株式会社
• ロート製薬株式会社
• ローム株式会社
• わらべや日洋ホールディングス株式会社



• 旭化成株式会社
• 旭有機材株式会社
• 芦森工業株式会社
• 安田工業株式会社
• 伊藤忠プラスチックス株式会社
• 井関農機株式会社
• 一般社団法人共同通信社
• 臼井国際産業株式会社
• 河西工業株式会社
• 花王株式会社
• 楽天カード株式会社
• 楽天グループ株式会社
• 株式会社ADKホールディングス
• 株式会社FUJI
• 株式会社ＧＳユアサ
• 株式会社JALUX
• 株式会社JERA
• 株式会社JSP
• 株式会社JVCケンウッド
• 株式会社ＭＡＰ
• 株式会社OCS
• 株式会社SCREENビジネスエキスパート
• 株式会社TBK
• 株式会社UACJ
• 株式会社アーク
• 株式会社アーレスティ
• 株式会社アイシン
• 株式会社あおぞら銀行
• 株式会社アカツキ
• 株式会社あじかん
• 株式会社アシックス
• 株式会社アツミテック
• 株式会社アドヴィックス
• 株式会社アドバンテスト
• 株式会社アマダ

• 株式会社アルプス物流
• 株式会社アンデルセンサービス
• 株式会社インターネットイニシアティブ
• 株式会社インテージホールディングス
• 株式会社エクセディ
• 株式会社エスティック
• 株式会社エフ・シー・シー
• 株式会社オティックスホールディングス
• 株式会社カシワバラ･コーポレーション
• 株式会社カナモト
• 株式会社カネカ
• 株式会社カプコン
• 株式会社キーエンス
• 株式会社キッツ
• 株式会社キトー
• 株式会社キャタラー
• 株式会社クラレ
• 株式会社グロービス
• 株式会社クロス・マーケティンググループ
• 株式会社コスモスイニシア
• 株式会社サカタのタネ
• 株式会社サンリツ
• 株式会社ジーシー
• 株式会社ジェイテクト
• 株式会社シマノ
• 株式会社ジャパンディスプレイ
• 株式会社スリーボンド
• 株式会社セブン銀行
• 株式会社ゼンショーホールディングス
• 株式会社ダイセル
• 株式会社ダイフク
• 株式会社タダノ
• 株式会社ツムラ
• 株式会社ディー・エヌ・エー
• 株式会社ディスコ

• 株式会社デンソー
• 株式会社トプコン
• 株式会社トリドールホールディングス
• 株式会社ナ・デックス
• 株式会社ニチレイ
• 株式会社ニッセイ
• 株式会社ネクスティ エレクトロニクス
• 株式会社ノーリツ
• 株式会社パトライト
• 株式会社バルカー
• 株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス
• 株式会社バンダイナムコビジネスアーク
• 株式会社ヒロテック
• 株式会社ベネッセコーポレーション
• 株式会社ホンダロジスティクス
• 株式会社マイナビ
• 株式会社マキタ
• 株式会社マネーフォワード
• 株式会社マンダム
• 株式会社みずほフィナンシャルグループ
• 株式会社ミスミグループ本社
• 株式会社ミツバ
• 株式会社ミルボン
• 株式会社メニコン
• 株式会社モリテックス
• 株式会社ヤクルト本社
• 株式会社ヤマダコーポレーション
• 株式会社ヤンマービジネスサービス
• 株式会社ユーグレナ
• 株式会社ユーシン精機
• 株式会社ヨロズ
• 株式会社リコー
• 株式会社ローソン
• 株式会社安川電機
• 株式会社一蘭



• 株式会社荏原製作所
• 株式会社三越伊勢丹
• 株式会社三菱ＵＦＪ銀行
• 株式会社三菱地所設計
• 株式会社三條機械製作所
• 株式会社時事通信社
• 株式会社住友倉庫
• 株式会社商船三井
• 株式会社小松製作所
• 株式会社小野測器
• 株式会社新生銀行
• 株式会社神戸製鋼所
• 株式会社神鋼環境ソリューション
• 株式会社船場
• 株式会社前川製作所
• 株式会社村田製作所
• 株式会社大真空
• 株式会社竹中工務店
• 株式会社中日新聞社
• 株式会社椿本チエイン
• 株式会社電通国際情報サービス
• 株式会社島津製作所
• 株式会社東海理化
• 株式会社東京精密
• 株式会社東研サーモテック
• 株式会社東芝
• 株式会社内田洋行
• 株式会社日経BP
• 株式会社日経QUICKニュース社
• 株式会社日清製粉グループ本社
• 株式会社日本経済新聞社
• 株式会社日本触媒
• 株式会社日本製鋼所
• 株式会社巴川製紙所
• 株式会社博報堂

• 株式会社物語コーポレーション
• 株式会社牧野フライス製作所
• 株式会社堀場製作所
• 株式会社明治
• 株式会社力の源ホールディングス
• 丸紅株式会社
• 岩谷産業株式会社
• 京セラ株式会社
• 協和キリン株式会社
• 興和株式会社
• 九州電力株式会社
• 栗田工業株式会社
• 群栄化学工業株式会社
• 兼松株式会社
• 古河電気工業株式会社
• 古野電気株式会社
• 工機ホールディングス株式会社
• 荒川化学工業株式会社
• 国際紙パルプ商事株式会社
• 阪和興業株式会社
• 三井ホーム株式会社
• 三井住友海上火災保険株式会社
• 三井石油開発株式会社
• 三井倉庫エクスプレス株式会社
• 三井倉庫サプライチェーンソリューション株式会社
• 三井倉庫ホールディングス株式会社
• 三信電気株式会社
• 三菱ケミカル物流株式会社
• 三菱マテリアル株式会社
• 三菱ロジスネクスト株式会社
• 三菱鉛筆株式会社
• 三菱重工業株式会社
• 三菱製鋼株式会社
• 三菱倉庫株式会社
• 三菱地所株式会社

• 山九株式会社
• 山洋電気株式会社
• 芝浦機械株式会社
• 住友ケミカルエンジニアリング株式会社
• 住友金属鉱山株式会社
• 住友重機械工業株式会社
• 住友商事ケミカル株式会社
• 住友精化株式会社
• 住友林業株式会社
• 出光興産株式会社
• 小林製薬株式会社
• 松田産業株式会社
• 信越化学工業株式会社
• 新コスモス電機株式会社
• 森永製菓株式会社
• 森永乳業株式会社
• 清水建設株式会社
• 西松建設株式会社
• 西日本鉄道株式会社
• 西部ガスホールディングス株式会社
• 西本Wismettacホールディングス株式会社
• 静岡ガス株式会社
• 積水ハウス株式会社
• 積水化学工業株式会社
• 川崎汽船株式会社
• 全国酪農業協同組合連合会
• 全日本空輸株式会社
• 双葉電子工業株式会社
• 草野産業株式会社
• 村田機械株式会社
• 太平洋精工株式会社
• 太陽生命保険株式会社
• 太陽誘電株式会社
• 大正製薬株式会社
• 大塚化学株式会社



• 大塚製薬株式会社
• 大同生命保険株式会社
• 大同特殊鋼株式会社
• 大和ハウス工業株式会社
• 大和物流株式会社
• 第一三共株式会社
• 沢井製薬株式会社
• 中央自動車工業株式会社
• 中外製薬株式会社
• 中国塗料株式会社
• 帝人フロンティア株式会社
• 帝人株式会社
• 島貿易株式会社
• 東テク株式会社
• 東レ株式会社
• 東海旅客鉄道株式会社
• 東京エレクトロン株式会社
• 東京ガス株式会社
• 東京応化工業株式会社
• 東京産業株式会社
• 東銀リース株式会社
• 東洋アルミニウム株式会社
• 東洋エンジニアリング株式会社
• 東洋炭素株式会社
• 東洋電装株式会社
• 藤田螺子工業株式会社
• 日揮グローバル株式会社
• 日機装株式会社
• 日新イオン機器株式会社
• 日清食品ホールディングス株式会社
• 日清紡ホールディングス株式会社
• 日精エー・エス・ビー機械株式会社

• 日泉化学株式会社
• 日鉄エンジニアリング株式会社
• 日鉄ソリューションズ株式会社
• 日鉄物産株式会社
• 日東工器株式会社
• 日東電工株式会社
• 日発精密工業株式会社
• 日本ガイシ株式会社
• 日本クロージャー株式会社
• 日本シイエムケイ株式会社
• 日本ゼオン株式会社
• 日本トランスシティ株式会社
• 日本バイリーン株式会社
• 日本ハム株式会社
• 日本貨物航空株式会社
• 日本管財株式会社
• 日本銀行
• 日本空港ビルデング株式会社
• 日本光電工業株式会社
• 日本航空株式会社
• 日本航空電子工業株式会社
• 日本国土開発株式会社
• 日本酸素ホールディングス株式会社
• 日本水産株式会社
• 日本生命保険相互会社
• 日本精機株式会社
• 日本精工株式会社
• 日本製鉄株式会社
• 日本石油輸送株式会社
• 日本臓器製薬株式会社
• 日本電気硝子株式会社
• 日本電産株式会社

• 日本電子株式会社
• 日本電信電話株式会社
• 日本電波工業株式会社
• 日本特殊陶業株式会社
• 日本発条株式会社
• 日本郵船株式会社
• 日野自動車株式会社
• 日油株式会社
• 日立建機株式会社
• 日立造船株式会社
• 浜松ホトニクス株式会社
• 富士電機株式会社
• 敷島製パン株式会社
• 芙蓉総合リース株式会社
• 武田薬品工業株式会社
• 宝ホールディングス株式会社
• 豊田バンモップス株式会社
• 豊田合成株式会社
• 豊田通商株式会社
• 豊田鉄工株式会社
• 本田技研工業株式会社
• 味の素株式会社
• 名港海運株式会社
• 明治安田生命保険相互会社
• 明治電機工業株式会社
• 鳴海製陶株式会社
• 野村貿易株式会社
• 郵船ロジスティクス株式会社
• 理研ビタミン株式会社
• 鈴与株式会社
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Data confidentiality standards

Data confidentiality standards
すべてのデータの信頼性を確保するため、統計情報を表示するため
に最低限必要なデータ数を設定しています。
 平均値と頻度を表示するためには、1つの変数につき、少なくとも8
社、3データが必要です。

 中央値の表示には、少なくとも8社、8データが必要です。
 25パーセンタイルおよび75パーセンタイルの数値を表示するには、

8社、8データが最低要件です。
 単一回答の設問について、端数処理のため回答%の合計が

100%にならない場合があります。
 複数回答の設問では、1社が複数の選択肢を示すことがあるため、
合計が100%を超えることがあります。

 分析に必要なデータが十分でない場合は、ダブルハイフン（--）
を使用しています。

調査データに存在し得るばらつきにご留意ください。
データは、参加者層の変化により、年ごとに若干変動することがあります。また、業種や経済状況により、年ごとに
データが大きく変動する可能性があります。

マーサーは、この調査情報を、お客様が給与や福利厚生に関する独自の意思決定を可能とするために提供してい
ます。競合他社との給与・福利厚生情報の交換は、状況によっては独占禁止法違反を助長するものと解釈される
可能性があるため、マーサーはこの情報の収集と配布において、そのような誤解を避けるための適切な措置をとってい
ます。
本レポートに含まれる情報およびデータは、情報提供のみを目的としたものであり、専門家のアドバイスの代用となる
ものではありません。

マーサーは、本資料に含まれる情報および／またはデータを利用することによってなされた決定ならびに行動に対して、
いかなる場合においてもお客様又は第三者に対して何らの責任を負うものではありません。

ご不明な点は貴社担当のコンサルタント、または下記へお問い合わせください。
mobility.japan@mercer.com

mailto:mobility.japan@mercer.com
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